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` 電子入札システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成24年６月
29日16時00分

a 開札の日時及び場所 平成24年７月２日14

時30分 北海道開発局帯広開発建設部入札執
行室

４ 開発帯広第３号の４に同じ。
５ Summary

\ The same with the notice above (No. 3)

] Classification of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

manufactured : 1 set of Telemetering Equ-

ipment for River Management

_ Delivery period : 14 December 2012

` The same with the notice above (No. 3)

a The same with the notice above (No. 3)

b Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 p.m. 7 June 2012

c Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 29 June

2012

d The same with the notice above (No. 3)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年５月 10日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 足立 敏之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23

１ 調達内容
\ 品目分類番号 73

] 調達件名及び数量 平成24年度中部地整管
内道路に関する新聞広報業務 １式

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期限 平成25年３月25日まで
` 納入場所 入札説明書による。
a 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の５に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数がある時は、その端数金額を切り
捨てた金額とする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の105分の100

に相当する金額を入札書に記載すること。
原則として、入札執行回数は２回を限度と
する。

なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
第99条の２の規定に基づく随意契約には、移
行しない。

b 電子入札システムの利用 本件は、証明書
等の提出、入札を電子入札システムで行う対
象案件である。なお、電子入札システムによ
りがたい場合は、紙入札方式参加願を提出し、
紙入札方式に換えることができる。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。

] 平成22・23・24年度の一般競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」のうち東
海・北陸または関東・甲信越地域の認定を受
け、ＡまたはＢ等級に格付けされた者である
こと。

^ 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申し立てがなされている者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申請
の手続きを行った者を除く。）でないこと。

` 電子入札システムにより入札に参加する者
は電子認証（ＩＣカード）を取得しているこ
と。

a 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等から排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

b 長野県、静岡県、愛知県、岐阜県、三重県
のいずれかの県に本店、支店又は営業所のあ
ること。

c 過去５年間（平成19年度以降）において、
長野県、静岡県、愛知県、岐阜県、三重県の
いずれかの県全域に、有料広告に係る新聞掲
載契約実績を持つ者であること。

３ 入札書の提出場所等
\ 電子入札システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
国土交通省電子入札システム
https://e2odw.e-bisc.go.jp/CALS/Accepter/

（若しくはhttp://www.e-bisc.go.jp/）

〒460`8514 愛知県名古屋市中区三の丸２
丁目５番１号 国土交通省中部地方整備局総
務部契約課 佐藤 亮生 電話052`953`

8138 内線2530

] 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 \の問い
合わせ先に同じ

^ 入札説明書の交付場所及び交付方法 上記
\の問い合わせ先で交付する。

_ 電子入札システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 平成24年６月11日16

時00分
` 電子入札システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 平成24

年７月２日16時00分
a 開札の日時及び場所 平成24年７月３日10

時00分 国土交通省中部地方整備局入札室
４ その他
\ 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項
æ 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を上記３_の受領期限まで
に上記３]に示す場所に提出しなければな
らない。

ç 電子入札システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を上記
３_の受領期限までに上記３\に示すＵＲ
Ｌに、電子入札システムを利用し提出しな
ければならない。
なお、æ、çいずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約担当官等から仕様書
等に関する説明を求められた場合には、それ
に応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争に参加す
る資格を有しない者の提出した入札及び入札
の条件に違反した入札並びに入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshiyuki Adachi Di-

rector-General of Chubu Regional Develop-

ment Bureau.

] Classification of the services to be pro-

cured : 73

^ Nature and quantity of the services to be

required : Newspaper announcing to public

of Chubu Regional Development Bureau 1

set.

_ Fulfillment period : 25 March, 2013

` Delivery place : as in the bidding docu-

ments

a Bidding method : Winning bid is addition

of an amount of money of 5／100 of an

amount of money concerned to an amount

of money described in bidding documents.

(When there is a fraction of less than one

yen, it is assumed the amount of money in

which the amount of money of the fraction

is rounded down.) Regardless of the taxa-

tion entrepreneur and the exempt enter-

prises, describe the amount of money that

corresponds to 100／105 of the hoped con-

tract sum to bidding documents. As a gener-

al rule, the limit of the bidding execution

frequency is two times. As a rule, when the

highest bidder doesnÐt decide it, it doesnÐt

shift to the optional agreement based on

closing of accounts of budget and the arti-

cle 99 of 2 of the accounting law.
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